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Abstract：Our research aims to clarify what kind of support the administration does to the fashion culture 

and industry. collection of prior research, literature and original works, total 45 interviews, and the 

inspection of conferences and exhibitions of material were executed. We think that industrial and cultural 

policy for fashion area based on an economic-based calculation may not necessarily fully exert an expected 

effect because of the business-environment characteristics that are peculiar to Japan, such as unchanged 

style of industrial policies. The present 6 papers in academic journals, 2papers in international conference 

proceedings have been published from our research. We have written 8 papers relevant to our research on 

the journals and proceedings of international conferences. As a result, Fashion policy need to not only 

industrial policy, but also regional development. 

 

要旨：本研究は、ファッションに対する行政による政策的支援がどのように実施されてきたのかという問題

を解明するための基礎準備研究である。そのために、先行研究の調査・公刊資料の収集並びに延べ 45

人へのインタビュー、学会・展示会等の視察を実施した。結果として、日本の政策的支援は戦後の高度

成長期からの手法が継続して用いられていることにより、効果が必ずしも十分に発揮できないことが推察

される。これらの成果物として、計 8 本の学術論文および査読付国際会議論文等において公表した。 
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配当決定額 

平成 22 年度 1,225,000 円

平成 23 年度 1,267,000 円

平成 24 年度 1,124,000 円

合計  3,616,000 円

 

研究の目的 

 本研究は、ファッション（ハイカルチャー・ポップカルチャーを含む）に対する行政による政策的支援が

どのように実施されてきたのか、という問題を解明するための基礎準備研究として、主に産業政策・文化

政策の視点から戦後国内におけるファッションに対するこれまでの政策的支援に関する資料の発見・収

集及びヒアリングを実施し、検討を行い海外の事例と比較することで、それぞれの支援が果たしてきた役

割と効果を明らかにすることを目的とする。 

 特に、日本におけるファッションに対する政策的支援は経済産業省・文化庁・外務省等に事実上機能

分担されているが、この制度配置が政策形成及び効果にどのような影響を与えているのかを検討する。

上記の研究により、ファッション分野における政策研究を進めると共に、従来の政策研究に多い産業的側

面もしくは文化的側面のみの視点等による研究ではない融合領域の政策研究の手法を確立することで、

他のクリエイティブ分野における政策研究への波及効果を狙う。併せて、実務としての政策立案等への寄

与を目的とする。 

 

研究の方法 

 従来の行政における制度配置の研究成果を継承しつつ、ファッションへの政策的支援において制度配

置がどのような影響を産んでいるかを明らかにしてゆく。 

 第一に、これまでファッション分野における産業及び文化等に対し、どのような政策的支援が行われて

いたのかを、国内の行政資料及び二次文献・研究書等からリストアップして整理し、これらを収集すると共

に、資料化されていない部分についてはインタビューを行い、これまで政治学等の分野で用いられてきた

オーラルヒストリーの手法により資料化する。 

 第二に、収集した資料を元に、ファッションにおける政策的支援がどのような形態・予算及び期間で行

われてきたかという着眼点で分析する。特に、産業とのそれぞれの政策が産業的側面・文化的側面のど

ちらをより強い目的として実施され、実際はどちらの面で効果的であったのか等を、メディアによる記事等

の利用により分析する。また、鉄鋼等これまで国によって基幹産業と位置付けられた分野との比較により、

ファッションが政策的にどのような位置付けであったかということを国内産業全体との比較の視点から明ら

かにする。 

 第三に、国内でのファッション分野への政策的支援が、海外における同種の支援とどのような違いがあ

るのかを解明するために、海外においてファッション（ここではアパレルの製造を含む）を重点産業と位置

付けていると考えられる数カ国の事例を調査し、これらの資料を収集すると共に資料化されていない部分

についてはヒアリング・インタビュー等を実施することで資料化を行い、日本の事例との比較を行う。 

 第四に、これら収集及び作成した資料を共同利用に供するとともに、これらが容易に利用できるようなデ

ータベースを作成する。また本研究成果を国際会議及び学会等により発表し、ファッション分野への政策

研究のさらなる向上を狙う。 
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研究の実施計画 

 [22 年度] 

 平成 22 年度の基礎作業として、国内を中心としたファッションに関する政策形成の研究資料及び行政

による政策形成・実施に関する資料のサーベイ及び調査を行う。第一に、日本におけるファッションに関

する政策形成に関する論文等をリストアップ・収集するとともに、行政によるこれまでの施策に関する資料

や支援機関としての省庁内組織に関する資料・メディアによる論稿等の収集に関する調査を行い、（１）収

集が可能であるもの（２）所在が確認できるが収集が難しいもの（３）所在が出来ないもの、の３カテゴリに

分類整理し、収集可能な資料については随時収集を行う。また、資料化されていない情報に関してはイ

ンタビューのための対象者の選定を行い、即時可能な事例については随時実施する。第二に、国内との

比較のための海外事情調査対象国に関する基礎的な情報収集を行い選定を開始すると共に、実施可能

な国に関しては調査を行う。第三に、これらのサーベイ作業・方向性に関して、随時研究会を開催し討議

する。 

[23 年度] 

 平成 22 年度はその基礎作業として、資料の収集並びに主に資料化されていない情報の資料化を中

心とした研究活動の推進を行うと共に、視察・ヒアリング等による情報収集を行った。公刊資料の収集に

ついては、専門図書館に多くの論文等が収録された書籍・雑誌が多くあるものの、ファッション政策に関

係する資料は絶対数が少ないことが明らかになった。これには、ファッションに係る産業政策は、繊維産

業政策の一部として製造業の視点から主に実施されており、クリエイティブ産業としての視点は少ないこと

によると考えられる。しかし、深井[2009]を初めとして近年同分野の研究は増加していることも明らかとなっ

た。また、日本政府におけるファッション政策の責任者やファッションビジネス関連企業の経営者等による

30 本のデータを選定しテキストデータ化を完了し、今後研究活動を推進する際に利用できる形に整備し

た。今後はこれらの分析を行うと共に、同資料を広く学術研究目的で使用するための調整を行う。情報収

集については、タイにおいてジャパンカルチャーの紹介を行っているねぎぼうずタイランド社代表近藤秀

和氏よりタイにおける日本発ファッションについて産業・行政等に関する内容を中心にヒアリングを行った。

タイでは日本発の文化、特にポップカルチャーに若者を中心に関心が高いことが明らかになった。タイ政

府の取組みとしては、タイへの日本からの観光旅行者増を狙った取組みとして、観光庁がポップカルチャ

ー・ファッションの代表者を親善大使として任命するなど、日本における外務省のポップカルチャー発信

使（通称：カワイイ大使）と同様の取組みが行われていることなど、タイにおける実情が明らかとなった。 

 平成23年度はこれらを踏まえ、以下のように研究を推進する。第一にこれまでに公刊された資料を中心

にサーベイを取りまとめる。第二に、平成 22 年度に実施したインタビューの実施と資料化を追加して実施

することで、これまで多く存在してこなかったファッション政策に関する資料の増加を図るとともに、これま

で資料化したデータを公開するための準備を行う。第三に、前年度に引き続き海外におけるファッション

政策の実情等に関する現地調査を行う。これらの他、随時本研究を推進する上で得られた知見を随時取

りまとめ、学術雑誌への論文投稿や学会等での口頭発表を行うことで、本研究の成果を迅速に社会に反

映するための活動を行う。 

 [24 年度] 

 平成 24 年度は、海外事例に関する調査の実施及び国内事例との比較による最終成果報告取りまとめ

及び研究成果の公表を行う。第一に、海外における政策支援の実態調査を実施し取りまとめを実施する。
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第二に、本研究で収集した国内外のファッションに関する政策支援に関する調査全体を取りまとめ、学会

発表若しくは学術雑誌等により公表を行う。第三に、これまでの研究成果を研究成果報告書等の形でとり

まとめ、これまでに収集した資料と共に、今後他の研究者・政策立案等に関与する実務家等の利用に供

することができるよう必要な整備を行う。 

 これらの計画によって期待される効果は、ファッションを政策研究の方向から研究するための基盤整備

を行うことで、ファッション分野のおける社会科学による研究の増加、とりわけ政策研究、特に産業・文化

領域の政策研究を増加させる効果を期待するものである。第一に、ファッションやコンテンツのように産業

的側面と文化的側面を持つ分野に関しては、省庁はそれぞれの立場から政策的支援を行う。しかし、支

援の効果は必ずしもその省庁が持つ政策領域だけではなく、もう一方にも波及効果を与える事例が多い。

このような分野を研究することで、産業・文化領域に関する政策研究のコラボレーションを増加させること

が期待できる。第二に、日本におけるこれまでの産業等の支援に関する政策研究は、多くは大企業、古く

は鉄鋼・石油・石炭などの基幹産業もしくは電力・ガス・水道などのインフラ産業など大企業、特に大型装

置産業に関するものが中心であった。近年は銀行など金融産業に対する研究も多いが、これらも大企業

を対象としている。一方で中小企業に関する研究も数多く行われているものが、多くは中小企業における

地域産業集積など異業種との連携支援に関する内容である。本研究はこれまでのアプローチとは違う、

高いクリエイティビティを持つ産業分野に対する研究であり、今後ファッションを多くの社会科学を領域と

する研究者が研究の対象とすることが期待できる。第三に、これらの研究を行う研究者に対し、既に整理

された資料やこれまで資料化されてこなかった情報の資料化を行うことでアクセスを容易にし、より多様な

研究成果を産み出す契機とすることが期待できる。さらに、大学等での研究以外の波及効果として、これ

までファッションに関連しないと自己認識してきた行政機関及び企業等の新たな参画を促すものである。

ファッションが持つ産業・文化の双方の政策に関する研究は、コンテンツ等同様の性格を持つ分野に対

する研究の参考となる一方で、省庁や地方自治体等での政策立案・形成など、行政実務においても利用

することができる情報リソースとなることが可能となる。特に、現在の省庁における政策形成は、原課にお

ける起案をスタートとして局、省庁とピラミッド型階層構造の上位組織単位にて検討されることから、基本

組織としての原課で持つ情報を全体で共有するという仕組みは構築しづらい。一方で大学等の研究機関

における研究成果は、行政における検討の材料として多くの政策立案の資料として供することができる。 

 さらに、本研究の成果により、これまでファッションを自らの政策領域であると考えてこなかった省庁及び

地方自治体に対し、産業・文化や新たな他の側面からの政策立案などより多様な行政からのアプローチ

の可能性を示唆できると考える。そして、行政とのコラボレーションを指向する企業等からのさらなるアプロ

ーチにより、ファッションを取り巻く社会・経済環境全体を向上することを波及効果として狙う。 

 

研究の成果 

 [22 年度] 

 平成 22 年度は実施計画に基づいて、共同研究推進のための基礎的な調査を行った。公刊資料の収

集については、専門図書館に多くの論文等が収録された書籍・雑誌が多くあるものの、ファッション政策

に関係する資料は絶対数が少ないことが明らかになった。これには、ファッションに係る産業政策は、繊

維産業政策の一部として製造業の視点から主に実施されており、クリエイティブ産業としての視点は少な

いことによると考えられる。しかし、深井[2009]を初めとして近年同分野の研究は増加している。 

 また、経済産業省[2010]にあるに「ファッション、デザイン、コンテンツ等のクリエイティブ産業の振興のた
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めの総合的な戦略を推進するため、クリエイティブ産業を担う新たな部門を商務情報政策局に設置」し、

ファッション政策室が移管されることとなった。 

既に外務省は渡辺[2009]などで述べられているように、従来よりファッションをソフトパワーとしての外交ツ

ールの一つとして位置付けている。その施策として「ポップカルチャー発信使（通称：カワイイ大使）」の任

命と海外への派遣などが行われている。経済産業省の組織改編により、今後行政府からのクリエイティブ

産業の視点からの公刊資料が増加することが期待できる。 

 第二の音声データの資料化については、日本政府におけるファッション政策の責任者やファッションビ

ジネス関連企業の経営者等による 30 本のデータを選定しテキストデータ化を完了し、今後研究活動を推

進する際に利用できる形に整備した。今後はこれらの分析を行うと共に、同資料を広く学術研究目的で

使用するための調整を行う。 

 第三の情報収集については、タイにおいてジャパンカルチャーの紹介を行っているねぎぼうずタイラン

ド社代表近藤秀和氏よりタイにおける日本発ファッションについて産業・行政等に関する内容を中心にヒ

アリングを行った。タイでは日本発の文化、特にポップカルチャーに若者を中心に関心が高いことが明ら

かになった。タイ政府の取組みとしては、タイへの日本からの観光旅行者増を狙った取組みとして、観光

庁がポップカルチャー・ファッションの代表者を親善大使として任命するなど、日本における外務省のポッ

プカルチャー発信使（通称：カワイイ大使）と同様の取組みが行われていることなど、タイにおける実情が

明らかとなった。 

 また、米国ニューヨーク州立ファッション工科大学附属美術館における展示”Japan Fashion Now”を視察

した。同展示は同館館長 Steele Valerie 氏がチーフキュレーターを務めており、Valerie et al.[2010]も出版

されている。その内容はタイトルが示す通り日本の代表的なファッションを展示するものであるが川久保玲

氏・三宅一生氏や山本耀司氏など日本の代表的デザイナーによる作品が多く扱われている一方で、ポッ

プカルチャー・ファッションであるロリータや学校制服など、バラエティに富んだ作品も展示されていた。 

 さらに、文化芸術のもつ創造性を産業振興や地域振興等に活用し、地域課題の解決に取り組む自治

体の事例などを紹介するイベントとして神戸で開催された「文化芸術創造都市ネットワーク会議(文化庁主

催)」に参加し、入内島道隆氏（群馬県中之条町長）による中之条町の取り組みの発表から、ファッションを

文化芸術の一つとして扱っている自治体も存在することが明らかになった。 

[23 年度] 

 平成 23 年度は以下に挙げる三つの方法で研究並びに成果の公開等を行った。第一に、昨年度に引き

続き本年度新しく刊行されたファッション政策関連資料等を中心とした、公刊資料収集による情報収集を

実施した。 

 第二に、関連する学会への参加、インタビュー等を通じて本研究に関連する情報の収集を行った。情

報収集のため参加した学会等については情報社会学会・繊維製品消費科学会(6 月)、世界コスプレサミ

ット（8 月）、East Asian Pop culture Association、國學院大学渋谷学研究会（9 月）、Sixth International 

Knowledge Management for Organizations Conference 2011(9 月)、Mercedes-Benz Fashion Week TOKYO 

2012-13 A/W ・日本シミュレーション＆ゲーミング学会、ファッションビジネス学会、社会・経済システム学

会(10 月) 「メディアアートと創造都市」国際シンポジウム（11 月）、ゲーム学会(12 月)、第 19 回開拓動

漫祭・台北國際書展・台北國際電玩展(2 月)、International Academy of Business and Economics(3 月)等

である。 



 

服飾文化共同研究報告 2012 

 第三に、インタビュー等による情報の収集と資料化を行った。これらは、何らかの形で資料化されていな

い情報を中心に、新たな研究資料を作成す

る試みである。本年度は、斎藤和弘氏（編集

者）・伊藤美恵氏（エファップ・ジャポン学

長）・冨吉賢一氏（経済産業省製造産業局繊

維課長）・木村達央氏（ジャパン・イマジネー

ション代表取締役会長）・山崎賢二氏（ジャパ

ン・ファッションウィーク推進機構事務局長）・

大沼聡氏（文化服装学院学院長）・越智武臣

（株式会社東急モールズデベロップメント代表

取締役会長）・森田謙蔵氏（道玄坂共同ビル株

式会社専務取締役）・平野睦氏（株式会社ナ

ードアンドギークス代表取締役社長）にご協力

を頂いた。 

 また、11 月 12 日(土)にコンテンツ文化史学

会 2011 年第 2 回例会「コンテンツとファッション - 装

いの文化史をめぐって-」を本共同研究と共催、 服

飾文化共同研究拠点／文化学園大学文化フ

ァッション研究機構の共催により開催した。同

学会はアニメ・ゲーム等を主に扱うコンテンツ

に関する学会であるが、広義のコンテンツのひ

とつとしてファッションを扱う内容となった。発

表者は青木淳子氏（東京大学大学院学際情

報学府博士後期課程）が「近代皇族ファッシ

ョンのイメージ―軍服とドレス」、中村仁氏（東

京大学大学院情報学環特任講師）が「ファッションと行政」、渡辺明日香氏（共立女子短期大学生活科学

科准教授）が「＜ファッション＞のオルタナティブとしてのストリートファッション」をそれぞれ担当した。なお

同例会は文化学園ファッションリソースセンター視聴覚講義室で開催され、約 80 名の出席者を集めた。 

Fig. 1 "Contents and Fashion" poster 「コンテンツ

とファッション」ポスター 

 [24 年度] 

 平成 24 年度は、海外事例に関する調査の実施及び国内事例との比較による最終成果報告取りまとめ

及び研究成果の公表を行った。 

 海外事例の調査のため、関連する学会への参加並びに視察を通じて本共同研究に関連する情報の収

集を行った。情報収集のため参加した学会等については PCA/ACA 2012 National Conference(Boston, 

U.S.A., 4 月)、世界コスプレサミット(名古屋, 8 月)、rooms link Taipei(台北, 中華民国, 11 月)、 

Participatory and Popular Culture Conference 2013 winter (台北, 中華民国, 1 月), Bangkok International 

Fashion Fair(Bankok, Thailand, 3 月)、 PCA/ACA 2012 National Conference(Washington D.C., U.S.A., 3

月)等である。この他、国内学会として、日本公共政策学会研究大会(京都, ６月)、 繊維製品消費科学

会研究大会(東京, 6 月)、社会・経済システム学会研究大会(静岡, 11 月)、コンテンツ文化史学会 2012 年

度大会(東京, 12 月)等に参加した。また、これらの学会での発表を通じて、共同研究成果の公表に務め
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た。 

 第三に、インタビュー等による情報の収集と資料化を行った。これらは、何らかの形で資料化されてい

ない情報を中心に、新たな研究資料を作成する試みである。本年度は、斎藤和弘氏（編集者）・木村達

央氏（ジャパン・イマジネーション代表取締役会長）・大沼聡氏（文化服装学院学院長）・下澤真氏（株式

会社ネット企画開発部長）・森田謙蔵氏（道玄坂共同ビル株式会社専務取締役）・平野睦氏（株式会社ナ

ードアンドギークス代表取締役社長）にご協力を頂いた。 

 また、2 月 27 日(水)に「古着が開く世界 ―模倣と創造が生むファッション― カレン・トランバーグ・ハン

セン教授講演 『古着とアフリカ ―1990―2000 年代のザンビアにおけるファッションと古着―』」-」を本共

同研究と共催、文化学園大学文化ファッション研究機構の共催により、同機構共同研究室にて開催し、

新たな知見を得ると同時に、経済史分野における本共同研究の成果公開を行った。併せて、機構の後援

を得て 1 月 31 日に開催された Participatory and Popular Culture Conference 2013 winter において、共同

研究の成果公開を行った。 

 本共同研究の結論として、これまでの日本のファッション分野への政策的支援は、戦後並びに高度成

長期から続く支援手法が継続して用いられており、必ずしも効果が十分でない可能性を持つ。そのことか

ら新たな支援手法の開発が求められる。 

 
Fig. 2 "Used wear in Africa" poster 「古着とアフリカ」ポスター 
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Fig. 3 Participatory and Popular Culture 2013 Winter Conference 
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